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令和５年民間企業の勤務条件制度等調査結果の概要 

 

                                                                                          

人 事 院 

 

 人事院は、国家公務員の勤務条件を検討するに当たっての基礎資料を得ることを目的として、令和

５年１０月１日現在における民間企業の労働時間、休業・休暇、福利厚生、災害補償法定外給付及

び退職管理等の諸制度を調査しました（調査期間：令和５年１０月１日～同年１１月３０日）。 

本調査は、常勤従業員数５０人以上の全国の企業４５，４４１社のうち、産業別・規模別に層化無

作為抽出した７，５３２社を対象として実施し、これらの企業から企業規模が調査対象外であること等

が判明した企業（１５６社）を除き、回答のあった企業４，２０８社（回答率５７％）の回答について

集計したものです。 

調査結果の概要は、次のとおりです。 

調査結果の詳細は、人事院ホームページ及び e-Stat（政府統計の総合窓口）に掲載しています。 

 

（人事院ホームページ）    

 https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/toukei/0111_kinmujouken/kinmujouken.html 

 

（e-Stat（政府統計の総合窓口））                        

https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00020111&kikan=00020 

 
 
１ 子宮頸がん検診及び乳がん検診の実施状況 

 

（１） 子宮頸がん検診の実施状況 

 従業員に対し子宮頸がん検診を「実施している」企業の割合は５７.１％となっている。 

 年齢制限及び従業員の費用負担の有無について、「あり」と「なし」の割合に大きな差は見

られない。（表１） 

 

表１ 子宮頸がん検診の実施状況（母集団：全企業） 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は従業員に対し子宮頸がん検診を実施している企業を１００とした割合。 

 

（２） 乳がん検診の実施状況 

 従業員に対し乳がん検診を「実施している」企業の割合は５８.２％となっている。 

年齢制限及び従業員の費用負担の有無について、「あり」と「なし」の割合に大きな差は見

られない。（表２） 
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表２ 乳がん検診の実施状況（母集団：全企業） 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は従業員に対し乳がん検診を実施している企業を１００とした割合。 

 

（３） 子宮頸がん検診及び乳がん検診の実施有無別の状況 

 従業員に対し子宮頸がん検診及び乳がん検診のどちらも実施している企業の割合は５５.

９％、どちらも実施していない企業の割合は４０.５％となっている。（表３） 

 

表３ 子宮頸がん検診及び乳がん検診の実施状況（母集団：全企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人事関連情報データベースの活用状況 

 

（１） 人事関連情報データベースの導入状況 

    従業員の人事関連情報を管理できるデータベース（以下「人事関連情報データベース」とい

う。）を「導入済み」としている企業の割合は６２．１％となっている。（表４） 

 

表４ 人事関連情報データベースの導入状況別企業数割合（母集団：全企業） 

 

 

 

 

 

 

（２） 人事関連情報データベースのシステム構築状況 

人事関連情報データベースのシステム構築状況について、「単一システムで、複数の情報を

一元的に管理」する企業の割合は５４．３％、「複数システムを連携して、複数の情報を一元

的に管理」する企業の割合は４０．２％となっている。（表５） 

 

表５ 人事関連情報データベースのシステム構築状況別企業数割合 

（母集団：人事関連情報データベースを導入済み又は導入予定がある企業） 
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（３） 管理情報 

人事関連情報データベースで管理する情報については、「氏名･住所等の情報」が９８．８％

と最も高く、次いで、「給与情報（基本給、手当、賞与等）」が９３．０％、「勤怠情報（時間

外労働、休暇・休業等）」が８３．３％となっている。一方、「キャリア形成に関する希望」「人

事部局・上司との面談記録」「健康状態に関する情報」は低くなっている。（表６） 

 

表６ 管理情報別企業数割合 

（母集団：単一のシステムで、複数の人事関連情報を一元的に管理又は複数のシステムを連携 

して、複数の人事関連情報を一元的に管理している企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 関係会社との情報共有の有無 

人事関連情報データベースで管理する情報の関係会社との情報共有の有無については、「共

有していない（又は関係会社なし）」が６５．９％となっている。（表７） 

 

表７ 関係会社との情報共有の有無別企業数割合 

（母集団：単一のシステムで、複数の人事関連情報を一元的に管理又は複数のシステムを連携 

して、複数の人事関連情報を一元的に管理している企業） 

 

 

 

 

 

 

（５） 活用目的 

人事関連情報データベースの活用目的については、「業務の合理化･効率化」が９２．４％と

最も高く、次いで、「人事配置の検討」が４３．５％、「人事戦略の策定･改定」が３９．１％

となっている。（表８） 

 

表８ 活用目的別企業数割合 

（母集団：単一のシステムで、複数の人事関連情報を一元的に管理又は複数のシステムを連携   

して、複数の人事関連情報を一元的に管理している企業） 
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３ 業務災害及び通勤災害に対する法定外給付制度 

 

（１） 業務災害又は通勤災害に対する法定外給付制度の有無 

民間企業の従業員が、業務災害又は通勤災害により死亡し、あるいは障害が残った場合等に

は労働基準法による災害補償や労働者災害補償保険法による保険給付が行われるが、これら

とは別に企業独自に給付を行う場合がある。この法定外給付の制度が「ある」企業の割合は、

業務災害による死亡で６０.６％、通勤災害による死亡で５３.８％、業務災害による後遺障害

で４７.９％、通勤災害による後遺障害で４２.０％となっている。（表９） 

 

  表９ 法定外給付制度の有無別企業数割合（母集団：全企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 給付額の決定方法 

法定外給付制度が「ある」企業について、給付額の決定方法をみると、「一律」かつ「定額」

としている企業の割合が最も高い。（表１０） 

 

表１０ 法定外給付制度を有する企業における給付額の決定方法別企業数割合 

（母集団：法定外給付制度を有する企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 給付額 

法定外給付制度が「ある」企業のうち、給付額の決定方法を「一律」かつ「定額」としてい

る企業の平均給付額をみると、業務災害による死亡で１，６４２万円、通勤災害による死亡で 

１，２７８万円、業務災害による後遺障害（第１級）で１，８２８万円、通勤災害による後遺

障害（第１級）で１，４５０万円となっている。 
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４ 従業員の退職管理等の状況 

 

（１） 定年制の状況 

 

① 定年制の有無 

事務・技術関係職種の従業員がいる企業のうち、「定年制がある」企業の割合は９９.４％で、

そのうち定年年齢が「６０歳」である企業の割合は７５.７％、「６５歳」である企業の割合は

１９.６％となっている。（表１１） 

 

表１１ 定年制の有無別、定年年齢別企業数割合（母集団：事務・技術関係職種の従業員がいる企業） 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は定年制がある企業を１００とした割合。 

 

② 定年制の変更予定 

定年制がある企業のうち、定年制の「変更予定がある」企業の割合は１４．７％で、そのう  

ち変更予定年齢を「６５歳」とする企業の割合が５８.２％と最も高く、次いで「検討中・未 

定」とする企業が３１．０％となっている。（表１２） 

 

表１２ 定年制の今後の変更予定別企業数割合（母集団：定年制がある企業） 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は変更予定がある企業を１００とした割合。 

 

（２） 定年退職者の継続雇用の状況 

 

① 継続雇用制度の状況 

定年制がある企業のうち、定年後の「継続雇用制度がある」企業の割合は９３.６％で、そのうち一

旦定年退職した従業員を再び雇用する「再雇用制度がある」企業の割合は９１.２％（ａ＋ｂ＋ｃ＋

ｇ）、定年年齢に達した従業員を退職させることなく引き続き常勤の従業員として雇用する「勤務延

長制度がある」企業の割合は１２.２％（ｂ＋ｄ＋ｅ＋ｇ）、「特殊関係事業主（子会社・関連会社等）

での継続雇用制度がある」企業の割合は１.２％（ｃ＋ｅ＋ｆ＋ｇ）となっている。（表１３） 

 

表１３ 継続雇用制度の有無別、制度の内容別企業数割合（母集団：定年制がある企業） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内は継続雇用制度がある企業を１００とした割合。 
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② 継続雇用制度における上限年齢 

再雇用制度がある企業における上限年齢をみると、「６５歳」とする企業の割合が７１.５％

と最も高く、次いで「７０歳」が１５.３％、「上限なし」が９.２％となっている。 

また、勤務延長制度がある企業における上限年齢をみると、「上限なし」とする企業の割合

が４５.２％と最も高く、次いで「６５歳」が３５.９％、「７０歳」が１２.６％となっている。

（表１４） 

 

表１４ 再雇用制度・勤務延長制度別、上限年齢別企業数割合 

（母集団：再雇用制度／勤務延長制度がある企業） 

 

 

 

 

 

 

 

③ 上限年齢の変更予定 

再雇用制度がある企業における上限年齢の今後の変更予定をみると、「変更予定があ

る」企業の割合は１２.２％で、そのうち変更後の上限年齢を「７０歳」とする企業の割合が

４２.２％、「未定」とする企業の割合が４４.２％などとなっている。 

また、勤務延長制度がある企業における上限年齢の今後の変更予定をみると、「変更予定が

ある」企業の割合は９.０％で、そのうち変更後の上限年齢を「７０歳」とする企業の割合が

１９.３％、「未定」とする企業の割合が４０.６％などとなっている。（表１５） 

 

表１５ 再雇用制度・勤務延長制度別、上限年齢の変更予定の有無別、変更後の上限年齢別企業数割合   

（母集団：再雇用制度／勤務延長制度がある企業） 

    

 

 

 
 

（注）（ ）内は変更予定がある企業を１００とした割合。 

 

（３） 役職定年制の状況 

 

① 役職定年制の導入状況及び今後の動向 

事務・技術関係職種の従業員がいる企業のうち、「役職定年制がある」企業の割合は１６.７％とな

っている。そのうち役職定年制を「今後も継続」する企業の割合は９５.３％となっている。（表１６） 

また、定年年齢が６１歳以上となっている企業でみると、「役職定年制がある」企業の割合は２０.

８％となっている。そのうち役職定年制を「今後も継続」する企業の割合は９７.９％となっている。

（表１７） 
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表１６ 役職定年制の有無別、動向別企業数割合（母集団：事務・技術関係職種の従業員がいる企業） 

 

 

 

 

 

 

（注）（ ）内はそれぞれ、役職定年制がある／ない企業を１００とした割合。 

 

表１７ 役職定年制の有無別、動向別企業数割合（母集団：定年年齢が６１歳以上の企業） 

 

 

 

 

 
 

（注）（ ）内はそれぞれ、役職定年制がある／ない企業を１００とした割合。 

 

② 役職定年年齢 

役職定年年齢は、部長級、課長級ともに「５５歳」とする企業の割合が最も高く、部長級では３３.

５％、課長級では４０.３％となっている。次いで、「６０歳」とする企業の割合が高く、部長級では

１９.６％、課長級では１９.２％となっている。（表１８） 

また、定年年齢が６１歳以上となっている企業でみると、部長級、課長級ともに「６０歳」とする

企業の割合が最も高く、部長級では６４.４％、課長級では６２.８％となっている。（表１９） 

 

表１８ 役職別、役職定年年齢別企業数割合（母集団：部長級・課長級に役職定年制がある企業） 

 

 

 

 

 

 

 

表１９ 役職別、役職定年年齢別企業数割合 

（母集団：定年年齢が６１歳以上で、部長級・課長級に役職定年制がある企業） 
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③ 役職定年後の配置 

役職定年後の配置先は、部長級、課長級ともに「同格のスタッフ職」とする企業の割合が最も高く、

部長級では４２．１％、課長級では４０．６％となっている。次いで、「格下のスタッフ職」とする企

業の割合が高く、部長級では３４.４％、課長級では３６.０％となっている。（表２０） 

また、定年年齢が６１歳以上となっている企業でみると、部長級、課長級ともに「格下のスタッフ

職」とする企業の割合が最も高く、部長級では３８．３％、課長級では３８．４％となっている。次

いで、「同格のスタッフ職」とする企業の割合が高く、部長級では３７.５％、課長級では３５.９％と

なっている。（表２１） 

 

表２０ 役職別、役職定年後の配置別企業数割合（母集団：部長級・課長級に役職定年制がある企業） 

 

 

 

 

 
 

 

 

表２１ 役職別、役職定年後の配置別企業数割合 

（母集団：定年年齢が６１歳以上で、部長級・課長級に役職定年制がある企業） 

 

 

 

 

 

 

 

④ 課長級より下位の役職定年制 

部長級及び課長級に役職定年制がある企業のうち、課長級より下位の役職に役職定年制が「ある」

企業の割合は６１．８％となっている。（表２２） 

 

表２２ 課長級より下位の役職定年制の有無別企業数割合 

（母集団：部長級・課長級に役職定年制がある企業） 
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